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1 「在満鉄道に対する軍事的支配をめぐる葛藤－満州
国線への満鉄の経営委託をめぐって(上)」(『長岡大
学 生涯学習研究年報』第 2 号 2008 年)及「在満鉄
道に対する軍事的支配をめぐる葛藤－満州国線への
満鉄の経営委託をめぐって(中)」(『長岡大学 研究



































ノ敷設管理ニ關スル協約」1932 年 8 月 7 日）、②次に
関東軍が満鉄にその鉄道の経営を委託する（「鉄道港湾
河川ノ委託経営竝新設ニ關スル協定及第十条二関スル
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(2) 満州国線への経営委託まで 











このような判断にたって、関東軍は 10 月 4 日には、















                                                   














6「満州事変機密日誌 其一」203 頁(『現代史資料(七) 
満州事変』) 
7 「關参発第二八號第一 鐵道委任経営竝新線建設等
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(4)日本内地での議論－4 月 15 日の閣議決定まで 
 1932 年 3 月 12 日の閣議において、日本政府は当面










東軍司令官と内田満鉄総裁の間の 1932 年 3 月 10 日の
協定案であることは間違いないと思われる。 
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16 村上文書 7A-5 手書きで満鉄東京支社の用紙に書
かれている。 
17 この日本側交通委員会が、後の満州国交通部に継承
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 第一に、3.10 協定案の第 4 条と第 5 条について、対
象が委託経営された鉄道港湾河川に限定されるとした
こと。第 4・5 条は、満鉄の諸規定、運賃の制定につい





けるとした第 3 条については何も触れていない。 












 実際に締結された 4.19 協定では、3.10 協定案の第










(5)日本内地での議論－4 月 15 日閣議決定 
 以上の経緯を経て 4 月 11 日に「満蒙新国家ニ對スル
帝国ノ具体的援助及指導二関スル件」21が決定され、
つづけて 4 月 15 日に｢満州国鉄道港湾河川ニ關スル処
理方針｣22が閣議決定された。 


















                                                   
20 ｢満州国有鐵道初契約等調印ノ経過及主要契約等
寫｣村上文書 7P-1 
21 村上文書 7A-7 
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ノトス｣とした第 3 条については、第 4・5 条のような






                                                                                                     






大学 研究論叢』第 6 号 2008 年 7 月)ならびに、佐
藤元英・波多野澄夫「満州事変前後の満鉄」(『マイク





 4 月 19 日に関東軍司令官の満鉄に対する｢鐵道港湾
河川ノ委託経営竝新線建設ニ關スル協定｣が締結され
ると、この協定の正式化を待たず、関東軍は満鉄に指
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 さらに 5 月 18 日には「新線鉄道建設施工計畫要項」
                                                   

















配置として大佐(もしくは中佐)1 名と少佐 1 名。新たに
委託経営鉄道に勤務するものとして中佐(もしくは少
佐)1 名、委託経営河川港湾に勤務するものとして海軍
佐官 1 名、となっている。 
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涯学習研究年報』第 1 号、2007 年、で紹介している。) 
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図表 1 満鉄への委託経営関連文書一覧 
日時 資料名  




 関スル協定  
同日 国軍費用の標準額二関スル協定 本庄関東軍司令官・内田満鉄総裁連名
同日 鉄道港湾河川ノ委託経営竝新設ニ關スル指示及協定 本庄関東軍司令官・内田満鉄総裁連名
 ニ伴フ覚書  
1932.5.9 拓務省指令 秦拓務大臣発 内田満鉄総裁宛 
1932.5.9 拓務次官通牒 拓務次官発 内田満鉄総裁宛 
1932.5.11 吉敦延長線竝羅津港建設及北鮮鉄道委任経営ニ關スル  
 拓務大臣通牒  
1932.5.31 経営竝新設等二関スル協定ノ解釈ニ關スル覚書 後宮大佐と村上満鉄鉄道部長 
 (｢借款利子及政府納入金二関スル覚書ナリ｣)  
   
1932.8.7 満州国政府ノ鉄道、港湾、水路、航空路等ノ管理竝線路ノ敷設 本庄関東軍司令官・鄭満州国国務総理
 管理ニ關スル協約  
1932.8.7 満州国政府ノ鉄道、港湾、水路、航空路等ノ管理竝線路ノ敷設 本庄関東軍司令官・鄭満州国国務総理
 管理ニ關スル協約ニ基ク付属協定  
1932.9.24 昭和七年九月十五日鉄道根本問題に関し後宮大佐の説明要領 後宮大佐、山西・村上・十河各理事、
  羽田、佐藤両部長、石川経調副委員長
  岡田参事、石原参事、穂積技師 
1933.1.10 昭和七年四月十九日付満洲國鉄道、港湾、河川ノ委託経営竝 武藤関東軍発 林満鉄総裁宛 
 新設等二関スル協定ニ基ク指令  
 満洲國政府ノ鉄道、港湾、河川ノ委託経営竝新設 (上記指令の付録第一) 
 等二関スル協定ニ基ク指令細目  
 松花江水運事業委託経営ニ関スル指令細目 (上記指令の付録第二) 
 満州国政府鐵道ノ建造、借款及委託経営契約ニ關スル指令細目 (上記指令の付録第三) 
 満州国鉄道等ノ借款及委託経営合併契約ニ關スル指令細目 (上記指令の付録第四) 
   
1933.2.9 満州国鉄道借款及委託経営契約 林満鉄総裁・丁満州国交通部長 
1933.2.9 松花江水運事業委託経営細目契約 林満鉄総裁・丁満州国交通部長 
1933.2.9 敦化、図們江鉄道外ニ鉄道建造借款及委託経営契約 林満鉄総裁・丁満州国交通部長 
1933.2.9 天図軽便鉄道買収資金貸金契約 林満鉄総裁・丁満州国交通部長 
1933.2.9 満州国鉄道等ノ借款及委託経営合併ニ關スル契約 林満鉄総裁・丁満州国交通部長 
1933.2.9 林總裁ト丁鑑修交通部総長トノ往復書簡 林満鉄総裁・丁満州国交通部長 
1933.2.9 松花江水運ノ税琄其他二関スル覚書 武藤関東軍司令官・鄭国務総理 
1933.2.9 天図軽便鉄道及老頭溝楳礦処置二関スル件 林總裁・飯田延太郎 
1933.2.9 天図軽便鉄道買収二関スル覚書 加来美智雄・熙洽・丁鑑修 
   
1933.8.3 北鮮ノ鉄道及羅新施設委託経営ニ關スル根本方針 吉田鮮鉄局長・村上満鉄理事 
1933.8.14 第二次線及第三次線建設ニ關スル通牒 小磯関東軍参謀長 
   
1933.9.30 朝鮮国有鐵道一部ノ委託経営契約 宇垣朝鮮総督・林満鉄総裁 
1933.9.30 右契約付属協定 宇垣朝鮮総督・林満鉄総裁 
1933 圖們佳木斯鉄道外五鉄道建造借款及委託経営契約 林満鉄総裁・丁満州国交通部総長 
12.2   
（「満州国有鐡道初契約等調印ノ経過及主要約等」及び「満州国有鉄道契約竝主要契約等」より作成） 
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一  重要ナル人事ノ決定 
二  職制及重要規定ノ制定又ハ改廃 
三  借款、委託経営、新線建設又ハ港湾建設契約ノ締結又ハ改定 
四  外国(日本ヲ除ク)及日本又ハ満州国ニ於ケル他の運輸機関トノ間ニ於ケル協約又ハ重要ナル運輸協
定ノ締結 
五  事業計画及事業費竝営業趣旨予算ノ決定又ハ変更 
六  利益金ノ処分 
七  左ノ財産ノ処分 
 イ 軍事上ノ施設竝軍事上ノ使用ニ影響ヲ及スへキ施設 
 ロ 其他重要又ハ特種ノモノ 
八  重要ナル運賃、料金ノ制定又ハ改定 
九  附帯事業ノ創設又ハ重要ナル変更 






一  決算 
二  建設工事又ハ港湾修築工事ノ終了 
三  建設線、港湾及自動車線ノ仮営業又ハ本営業ノ開始 
四  既設自動車路線ノ営業休止又ハ開始 
五  哈爾濱航業聯合會ニ關スル左ノ事項 
 イ 職制、重要諸規定、船舶成分及運賃、料金ノ制定又ハ改廃 
 ロ 豫算、決算及事業計画 
 ハ 運航ノ開始、休止及配給計畫 
六  重大ナル事故 
七  重要行事 
八  左記各號ハ定期ニ報告スヘシ 
 イ 資金運用状況 
 ロ 機関車及客車現在月報 
 ハ 貨物輸送月報、機関車運轉成績月報 
九 前各號ノ他業務上参考トナルヘキ重要事項 
第六条 建設線及港湾ノ建設ニ關スル契約、工事開始及営業開始二関スル公表ハ軍司令官ノ指示ヲ受クヘシ 
（「満州国有鉄道業務監督規定」により） 
